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「中国株 ＡＩ運用ファンド」の設定 

損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社は、「中国株 ＡＩ運用ファン

ド」を2018年10月26日に設定しますので、お知らせいたします。 

 当ファンドは、今後も経済の発展・高度化が見込まれる中国の株式を主要投資対象とす

るファンドです。企業収益や財務情報などのファンダメンタル分析は行わず、株価の変動性

や出来高などのテクニカルデータに着目した運用です。 

 独自のＡＩ（人工知能）モデルが、株式市場に織り込まれた様々なテクニカル情報のパ

ターンを自ら分析・学習し、投資判断を行うことで、運用収益の獲得を目指します。 

 当ファンドを通じ、ご投資家のみなさまにＡＩを活用した今までにない中国株式への投資

機会をお届けします。 

 なお、当ファンドにおけるＡＩモデルの分析過程はブラックボックスであるため、個別銘柄の

選択の背景などをご説明することはできません。運用成果については、その結果でしか是非

が判断できないことをご了承ください。 

 



ファンドの目的・特色 
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投資リスク 
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手続・手数料等 
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手続・手数料等 

税金 

●税金は表に記載の時期に適用されます。 

●以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。 

※少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」をご利用 

  の場合 

 毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託な 

 どから生じる配当所得及び譲渡所得が一定期間非課税となり 

 ます。ご利用になれるのは、販売会社で非課税口座を開設す 

 るなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、 

 販売会社にお問い合わせください。 

※法人の場合は上記とは異なります。 

※上記は2018年６月末現在のものですので、税法が改正さ 

  れた場合等には、税率等が変更される場合があります。税金 

  の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されるこ 

  とをお勧めします。 

時 期 項 目 税  金 

分 配 時 所得税及び地方税 
配当所得として課税 
普通分配金に対して20.315％ 

換金（解約）時 
及び償還時 

所得税及び地方税 
譲渡所得として課税 
換金（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に対して 
20.315％ 



委託会社、その他の関係法人の概況 

■ 委託会社 ： 信託財産の運用指図等を行います。 

    損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社 

■ 受託会社 ： 信託財産の保管・管理等を行います。 

    三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

                （再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社） 

■ 販売会社 ： 受益権の募集の取扱、販売、一部解約の実行の請求の受付、ならびに収益分配金、 

   償還金および一部解約金の支払等を行います。 

     東洋証券株式会社 

                むさし証券株式会社  

ご注意事項 

• 当資料は、ニュースリリースとして損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社が作成した資料です。したがって、勧誘を目的としたものではあり

ません。また、法令に基づく開示書類ではありません。 

• 当資料に記載されている各事項は、作成時点のものであり、予告なしに変更する場合があります。 

• 投資信託は、主として値動きのある証券等に投資しますので、ファンドの基準価額は変動します。したがって、元金が保証されているものではなく、基

準価額の下落により損失が生じ、投資元金を割り込むことがあります。また、運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属いたします。 

• 投資信託の取得のお申込みにあたっては、販売会社から投資信託説明書（交付目論見書）を予め、または同時にお渡しいたしますので、必ずお

受け取りいただき、投資信託説明書（交付目論見書）の内容を十分にお読みいただいた上、ご自身でご判断ください。なお、投資信託説明書

（交付目論見書）の提供は、販売会社において行います。 

商品分類・属性区分 

商品分類 属性区分 

単位型 
・ 

追加型 

投資対象
地域 

投資対象 
資産 

(収益の源泉) 

投資対象 
資産 

決算頻度 
投資対象 

地域 
投資形態 為替ヘッジ 

追加型 海外 株式 
その他資産 

（投資信託証券 
（株式 一般）） 

年1回 アジア 
ファンド・ 
オブ・ 

ファンズ 
なし 

※ 属性区分に記載している「為替ヘッジ」は、対円での為替リスクに対するヘッジの有無を記載して 

  おります。 

商品分類及び属性区分の定義につきましては、 

一般社団法人投資信託協会のホームページ（ http://www.toushin.or.jp/）をご参照ください。 


